
１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
　　　２　職員数は、平成20年4月1日現在の人数である。

（３）特記事項
本市の財政状況などから人件費の総額を抑制するために、

給料、住居手当、通勤手当及び期末勤勉手当の役職加算の率について引下げを実施。

（４） ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

区　　分

帯広市の給与・定員管理等について

人 件 費

　　　　　　Ｂ

（参考）

Ｂ／Ａ

人 件 費 率歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（20年度末） 平成19年度の人件費率

実 質 収 支

区　　分

17.4

　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％

91,949 12,869,951
20年度

人　 　　　　　　　　　　　％

1,052,162 1,987,412

期末・勤勉手当

5,216,775

　　　　　千円

1,291

17.2

職員数

　　　　　　Ａ

74,168,382168,532

人

給　 料 職員手当

千円 千円

（参考）類似団体平均給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

一人当たり給与費　　計　　Ｂ 給与費 B/A

千円

8,256,349 6,395

千円 千円

6,555
20年度

(H16)
96.6

(H16)
99.5

(H16)
98.2

(H21)
98.4

(H21)
99.1(H21)

98.1

90

95

100

105

帯広市 類似団体平均 全国市平均
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（５）給与改定の状況 ※人事委員会を設置していないため、記載しておりません。

①月例給

　　　

②特別給

　　　

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２１年４月１日現在）

　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

377,015413,81143.3

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の
 支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

平均給与月額

（国ベース）

区　　分

（参考）

A-B （改定月数）

勧　告

支　給　月　数

国　の　年　間年間支給月数

375,971

-391,770

398,318328,477

341,134

44.5

月

給　与　改　定　率

（改定率）

平均給与月額

401,044

支給月数　　　B

月 月　年度 月

勧　告

％

平 均 年 齢 平均給料月額

公務員給与

％ ％

（参考）

較差区　　分

325,521

北海道

国

民間の支給 公務員の

41.5

人事委員会の勧告

割合　　　　　　A

335,600帯広市

類似団体

区　　分

人事委員会の勧告

A-B

較差民間給与

B

44.3

A

円

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス
   パイレス比較した平均給与月額である。

（　　　　　　　％）

円　年度 円

国　の　改　定　率

月月

380,081

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

平均給与月額
(A)

385,000

365,933

49.2

46.1

平均給料月額

344,400

317,200

4,429

184

区　　分

42

21

33

729

175

平均年齢

46.3

42.0

平均給与月額
（国ベース）

375,867

350,546

357,633

393,742

350,247

-

322,071

389,806

354,653

322,737

342,470

285,548

360,415

359,533335,700

362,600

319,062

うち学校給食員

うち用務員

北海道

国

類似団体

帯広市

うち清掃職員

44.3

51.0

48.8

公 務 員

職員数

民 間 参 考

対応する民間
の類似職種

平均年齢
平均給与月額

(Ｂ)
Ａ/Ｂ

－ － － －

廃棄物処理業従業員 44.2 299,900 1.2

調理士 44.2 240,600 1.5

用務員 54.5 214,000 1.8

－ － － －

－ － － －

－ － － －
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円 円

円 円

円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成17年～平成19年の3ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、帯広市のデータは正規職員のみであり、民間のデータには

非正規雇用職員が含まれているため、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に

　　支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

　　　③高等学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成21年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      　 ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間

　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

（２） 職員の初任給の状況（平成２１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

358,775

366,587

377,200

参 考

公務員
（Ｃ）

民間
（Ｄ）

中　学　卒

428,884

416,414

-

172,200

260,140

221,020

大　学　卒

経験年数１０年

-大　学　卒

-

42.1

415,634

140,100

Ｃ/Ｄ

－

4,156,100

類似団体

高等学校

大　学　卒

高　校　卒 -

中　学　卒

高　校　卒

区　　　　分

区　　分

－ －

平均給与月額平 均 年 齢

1.4

平均給料月額

2.1

1.83,291,500

3,027,000

5,824,796

北海道 42.7

うち用務員

うち学校給食員

区　　分

帯広市

125,400

年 収 ベ ー ス （ 試 算 値 ） の 比 較

帯広市

大　学　卒

区　　　　　分

帯広市 44.4

5,818,696

6,375,072

教育職 高　校　卒

181,200

-

-

-

-

-

-

高　校　卒

356,575

北海道 国

159,285

129,592 140,100

140,100

309,417

310,267

373,745

-

-

経験年数２０年

技能労務職

一般行政職

技能労務職

教　育　職

一般行政職

高　校　卒

うち清掃職員

高　校　卒 129,592

341,803

-

-

-

-

経験年数１５年

326,814

257,375

258,800

-
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２1年４月１日現在）

（注）１　帯広市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

          ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

※平成１９年度に９級制から８級制に変更している。（旧給料表の３級及び４級を統合）

（２）昇給への勤務成績の反映状況

係員

標準的な職務内容 構成比

１級

７級

区　　分

２級 主任補

５級

３級 主任

163

　　　　　　　　人

117

係長４級

　　　　　　　　人

１．勤務成績の評定の実施状況
　　地方公務員法第４０条に基づき、毎年１月１日を評定日として勤務成績の評定を実施。（内容の詳細については、帯広市職員初
任給、昇給、昇格等の基準に関する規則を参照。）
　なお、現在、新たな人事評価制度の設計・運用に向けて検討中。
２．昇給への勤務成績の反映状況
　　新たな人事評価制度について検討中であることから、従前の特別昇給基準に照らして、一定の時期に所属長の勤務評定を受け
る機会を設け、その評定結果に基づき、昇給区分を決定。

課長補佐

８級

77

職員数

　　　　　　　　人 ％　

69

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

109

82

部長
　　　　　　　　人

23

次長
30

　　　　　　　　人

６級 課長

3.4

10.3

16.3

17.5

24.3

％　

％　

％　

％　

％　

％　

％　

12.2

11.5

4.5

１級,　　3.5%
１級,　　8.1%１級,　 10.3%

２級,　 17.7%
２級,　 16.5%

２級,　 16.3%

３級,　  8.4%

３級,　 16.0%
３級,　 17.5%

４級,　　7.1%

４級,　 28.3%４級,　 24.3% ５級,　 35.7%

５級,　 11.0%５級,　  12.2%
６級,　　9.2%

６級,　 12.0%６級,　 11.5%

７級, 　 4.5% ７級,　 4.6%

７級,　 10.7%

８級,　　4.8%
８級,　 3.5%８級,　  3.4% ９級,　　2.9%

９級　3.1%９級　3.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２１年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当（平成２１年４月１日現在）

１人当たり平均支給額（平成20年度）

千円 千円

（平成20年度支給割合） （平成20年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 20年度 凍結

21年度 凍結

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（２） 退職手当（平成２１年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2～20％加算） （2～20％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成20年度に退職した職員に支給された平均額である。

（３） 地域手当

（平成２１年４月１日現在） ※帯広市における支給率は0％である。

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時） ※支給率0％のため、規定なし

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度

　　　　から支給率を段階的に引き上げることとしている。

帯広市

札幌市等

18,443

１人当たり平均支給額（平成20年度）

1.6

14

1.6

東京都（特別区）

1,533 1,788

3.03.0

―

41.3433.50

30.55 30.55

円

支給対象職員数

59.28

支給対象地域

14

4

3

33

国の制度（支給率）支給率

支給対象地域

支給実績（平成20年度決算）

59.28 59.28

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

国の制度（支給率）

26,682

362,451

2,537

支給率

47.50

59.28

（加算措置の状況）

国

1.6

59.28

（平成20年度支給割合）

0.75

3.0

北海道

33.50

・役職加算　5～20％　・管理職加算　10～25％

1.5

0.75

1.45

59.2847.50

1.45

・役職加算　5～20％　・管理職加算　10～25％

１．勤務成績の評定の実施状況
　地方公務員法第４０条に基づき、毎年１月１日を評定日として勤務成績の評定を実施。（内容の詳細については、帯
広市職員初任給、昇給、昇格等の基準に関する規則を参照。）
　なお、現在、新たな人事評価制度の設計・運用に向けて検討中。
２．勤勉手当への勤務実績の反映状況
　新たな人事評価制度について検討中であり、成績率に差を設けず、一律の支給（７２．５／１００）を行った。

帯広市

41.34

23.50

国

23.50

0.75
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（４）特殊勤務手当（平成２１年４月１日現在）

※上記の特殊勤務手当は、平成21年度より全廃しているため、平成20年度の手当の種類を参考として掲載しています。

○動物園で行う獣医師の業務
○動物園で常時動物を飼育する業務

保健師又は健康推進課に勤務する看護
師若しくは理学療法士

市税、国民健康保険料、介護保険料、
市営住宅使用料又は季節労働者貸付金
の徴収義務

千円

　円

　％

○火災・救助現場又は救急現場へ出動
する消防車、救急車等の運転
○火災・救助現場又は救急現場へ出動
して行う消火作業等又は救急業務
○隔日勤務
○2直交替勤務

○深夜（午後10時から翌日の午前5時
まで）における消火作業

深夜（午後10時から翌日の午前5時ま
で）における除雪又は排雪、水害、火
災、地震等の現場復旧作業（消防職員
を除く）

空港事務所又は川西分遣所に勤務する
職員

○土地の取得若しくは収用、換地又は
これらに付随する補償のための交渉業
務

主な支給対象業務

○高さ10ｍ以上の不安定な箇所で行う
作業、点検等
○施設の維持修繕等における危険作業
（屋根上で行う雪下ろし、危険器具使
用等）
○交通を遮断しないで行う道路の維持
修繕等

学校給食共同調理場において高温多湿
な環境で行う調理作業又は危険な大型
調理具等を使用する作業

○ごみの処理作業
○犬、猫等の動物の死体処理作業

○感染症の発生又は恐れがある場合の
収容作業又は防疫業務等
○野犬等の捕獲業務

行旅死亡人又は生活保護受給者で身寄
りのない人の死亡に係る家屋整理を含
む一連の取扱業務

保護課で該当する業務
に従事する職員

4.保健衛生手当

15.特地業務手当

2.高温多湿作業手当

1.危険現場手当

支給実績（平成20年度決算）

9.動物取扱業務手当

11.市税等徴収手当

12.用地交渉等手当

10.医療業務手当

3.清掃業務手当

7.特殊車両取扱手当

14.深夜業務手当

8.社会福祉業務手当

13.消防業務手当

手当の名称

5.行旅死亡人等取扱手
当

6.放射線取扱手当
動物園で該当する業務
に従事する職員

管理課、みどりの課等
で該当する業務に従事
する職員

保健師、看護師、理学
療法士

動物園で該当する業務
に従事する職員

納税課、国保課、介護
保険課、住宅課等で該
当する業務に従事する
職員

主な支給対象職員

日額180円

日額310円
日額260円

日額170円

日額400円

1回250円
1回240円
日額600円
日額860円

2時間以上　日額300円
2時間未満　日額150円

5時間以上　日額1,200円
5時間未満　日額800円

日額370円

15

日額240円
日額400円

1件3,500円

左記職員に対する支給単価

日額300円
日額200円

日額300円
日額200円
日額300円

道路維持課、動物園で
該当する業務に従事す
る職員

消防で該当する業務に
従事、勤務する職員

空港事務所又は川西分
遣所に勤務する職員

社会課、保護課で該当
する業務に従事する職
員

日額170円

日額330円
１件200円

日額840円

道路維持課、総務課等
で該当する業務に従事
する職員

日額250円

45,710

83,112

放射線を動物に照射する作業に従事す
る獣医師等

○ダンプ等の特殊車両又は作業機械付
きトラックの運転
○大型バス又はマイクロバスの運転

生活保護の現業業務に従事する職員

清掃事業課、道路維持
課で該当する業務に従
事する職員

健康推進課等で該当す
る業務に従事する職員

道路維持課、みどりの
課等で該当する業務に
従事する職員

学校給食共同調理場で
該当する業務に従事す
る職員

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度）

手当の種類（手当数）（平成20年度）

34.6
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（５）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（６）その他の手当（平成２１年４月１日現在）
支給実績

（平成20年度決算）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

国）
調整基本額×調整
率

異なる 163,141

99,545

103,500

同じ 80,118 178,835

同じ

629,888

2,190

669,000

126,270

115,22120,625

同じ 2,676

同じ 9,084

同じ

同じ

教育職員の人材確保に関する特別
措置法の趣旨に沿うための手当
で、職務の級号俸に応じて定めた
額を支給。

32,295 125,174

174,698

国）
自動車その他交
通用具利用者に
対し、通勤距離
に応じ支給

内容及び支給単価

同じ 178,605

国）
借家等　27,000
円を限度に支
給。
持家　2,500円。

異なる

支 給 実 績 （ 平 成 20 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 平 成 19 年 度 決 算 ）

国の制度と

職員１人当たり平均支給年額（平成 19年度決算）

手　当　名

異なる

職員１人当たり平均支給年額（平成 20年度決算）

異なる内容
国の制
度との
異同

配偶者13,000円
扶養親族（配偶者以外）
　1人　6,500円
配偶者なし扶養親族
　1人目　11,000円
満16歳到達の年度当初から満22歳
到達の年度末までの子1人につき、

5,000円を加算。

単身赴任手当

休日勤務手当

教員特別手当

小学校修了前の児童を持つ職員
に、一定の要件の下、3歳未満児童

1人につき10,000円/月
3歳以上児童については、2人目ま

で1人5,000円/月、3人目以降1人
10,000円を支給。

部長職（1種）　　　10,000円
次長職（2種）　　　 8,000円
課長職（3種）　　　 6,000円
課長補佐職（4種） 　4,000円

夜間勤務手当

管理職員
特別勤務手当

深夜に勤務した場合1時間につき

25/100

児童手当

通勤手当

管理職手当

世帯主である職員
　扶養親族のある職員
　　　　　月額26,380円
　扶養親族のない職員
　　　　　月額14,580円
その他の職員
　　　　　月額10,340円
11月～翌年の3月までの5ヶ月

　　（H20まで経過措置あり）

休日に勤務した場合1時間につき

135/100

寒冷地手当

23,000円に距離に応じ加算。

扶養手当

住居手当

80,03686,519

117,026

189

185,857

184

支給職員１人当たり

平均支給年額

借家等　19,000円を限度に支給。

持家　6,900円。

交通機関利用者　55,000円を限度
に支給
自動車その他交通用具利用者　通
勤距離に応じた段階別定額を支給

課長補佐職から部長職の特定した
級号俸に定率を乗じ支給
部長職　73,000円　調整監（次長

職）　59,400円　課長職　54,600
円　課長補佐職　45,300円

235,938

116,098

（平成20年度決算）

178,955

同じ
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５　特別職の報酬等の状況（平成２１年４月１日現在）

（参考）類似団体における最高／最低額

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ － 円 ）

円 円 ／ 円

（ － 円 ）

円 円 ／ 円

（ － 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）
在職月数１月につき45/100
在職月数１月につき37.5/100
廃止

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。
        ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）
           勤めた場合における退職手当の見込額である。

６　職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

総務 事務事業の見直し

税務 欠員不補充
労働
農林水産 事務事業の見直し

業務増
事務事業の見直し

民生 業務増
衛生 事務事業の民間移譲

＜参考＞

人口1万人当たり職員数 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

事務事業の見直し
短時間勤務再任用職員の任用
＜参考＞

人口1万人当たり職員数 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

事務事業の見直し
事務事業の見直し

＜参考＞

人口1万人当たり職員数 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

714,000

680,000

420,000

892,400

4.45

　　（平成20年度支給割合）

510,000

500,000

400,000617,500

742,500

区 分

810,400

193

退職した日から起算し
て１月以内

14,400,000
－

21,147,000

1,080,000

628,800

給 料 月 額 等

115

1

3

1,418 △ 18

60 0
△ 3141

△ 1

△ 3
843

225

1111

148

△ 12

△ 6

02

△ 1

小　計

議 員

退
職
手
当

期
末
手
当

副 市 長

副 議 長

計

土木

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

市 長

議 長

－

収 入 役

報

酬

副 議 長

580,000

給

料
副 市 長

市 長 875,500

消防部門

小　計

議 員

普
通
会
計
部
門

副 市 長

商工

教育部門

一
般
行
政
部
門

84.14

△ 2

[1,442] [ △16]

144

0

対前年
増減数

その他

44
2

4.45

一般職に同じ

[1,426]

下水道

831

68

807,500

655,500

△ 2

平成21年

　　（平成20年度支給割合）

25

廃止

46

49.31

75.77
76.08

合　　計

1,030,000

1,292

1,436

　公
　営会
　企計
　業部
　等門

水道

議会

市 長

議 長

備　　　　考

寒冷地手当（議会除く）

平成20年

収 入 役

222
118

25
59

60

197
69

154
24

57

1,277

24

470,000

825,000

職 員 数

227
△ 15

53.40

△ 2
220
229

219

△ 1
△ 4

主 な 増 減 理 由
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（２）年齢別職員構成の状況（平成２１年４月１日現在）

　

（３）定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

※下記記載の第二次帯広市行財政改革実施計画における平成17年度目標数値を記載。

（参考）第二次帯広市行財政改革実施計画における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
　　　２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を示す。
　　　４　記載している数値は、帯広市定員適性化計画に基づいた一部事務組合等他団体も含む実績である。

職員数※ 職員数

163人の減

△ 137 8.6

平成16年4月1日

数値目標

1,602 1,465

終　期

平成21年4月1日

計画期間

1,418229 11

人

237

人 人人

32歳 36歳24歳 44歳 48歳 52歳

計

56歳

～ ～

60歳

職員数

20歳

～

未満

～

28歳

35歳

～

平成17年4月1日

人

31歳 47歳

区　分

平成22年4月1日

110 146

人

～～ ～

59歳51歳

人

55歳 以上

人

156

純減率純減数

人

143 126 116

人

始　期

20歳

23歳 27歳 39歳

13

人 人

55 76

人

～
40歳

～

43歳

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比

５年前の構成比

%

１７年 １７年 １８年 １９年 20年 21年

当初計画 （実績） １年目 ２年目 ３年目 ４年目

1,465

増 減 △ 51 △ 24 △ 32 △ 13 △ 17 △137　（100.0％） △137

―
一般行政

職 員 数 1,602 1,551 1,527 1,495 1,482 1,465

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

17年～21年
計

（参考）

数値目標
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７　公営企業職員の状況
（１）水道事業

① 職員給与費の状況
ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
       　２　職員数は、平成21年3月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

本市の財政状況などから人件費の総額を抑制するために、

給料、住居手当、通勤手当及び期末勤勉手当の役職加算の率について引下げを実施。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２１年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（平成20年度）

千円　 千円　

（平成20年度支給割合） （平成20年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算 20年度 凍結 ・役職加算 20年度 凍結

21年度 凍結 21年度 凍結

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　　計　　Ｂ職員手当

一般行政職

45.6 370,362

364,696

帯広市水道事業

平　均　年　齢

％

人

　　　　　　Ａ 給　 料

　　　　　　区　　分 平均月収額

％

基本給

期末・勤勉手当

千円　

職員数

　　　　　　Ｂ／Ａ

総費用に占める

19年度の総費用に占職員給与費比率

Ｂ　 める職員給与費比率

20年度
　　　　千円 千円　

総費用 純損益又は実

Ａ

　質収支

千円千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

（参考）市町村水道事業一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

一人当たり給与費

6,78157 243,436

事 業 者

帯 広 市

40,657

47.1

１人当たり平均支給額（平成20年度）

団 体 平 均

区　　分

区　　分

550,701

564,094

3.0

1.6

1.45

0.75

1,596

6,608

7.1

　　　　給与費 　　B/A

7,654,270 318,229 542,401

92,587 376,680
20年度

1,533

1.45

1.6 0.75

3.0

8.0
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イ　退職手当（平成２１年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2～20％加算） （2～20％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円 １人当たり平均支給額 　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成20年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当 ※該当無し

（平成２１年４月１日現在）

千円

   円

一般行政職の制度（支給率）

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

エ　特殊勤務手当（平成２１年４月１日現在）

千円

　円

　％

※特殊勤務手当について、平成21年度より全廃しているため、平成20年度の手当の種類を参考として掲載しています。

1回200円
日額300円
日額180円

○給水停止処分
○異常水量等の調査認定
○水質の管理（日曜日勤務を含む）

予測されない不時の事故の出勤4.特殊時間勤務手当

3.特殊業務従事手当
料金課、水道課等で
該当する業務に従
事する職員

水道課等で該当す
る業務に従事する職
員

一般行政職の制度（支給率）

2.料金等徴収手当
料金課等で該当す
る業務に従事する職
員

水道料金、下水道使用料の徴収

1,389

主な支給対象職員

支給実績（平成20年度決算）

33.50

支給対象地域

帯広市水道事業

支給対象地域 支給率

主な支給対象業務

38,579

4

63.2

左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度）

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

手当の名称

日額300円
日額300円、ﾏﾝﾎｰﾙ500円

日額300円

○道路上の作業
○交通を遮断しないで行う道路の維
持修繕又はマンホール等の作業
○地上10ｍ以上の高架水槽の検定
及び簡易専用水道の検査

日額170円

水道課等で該当す
る業務に従事する職
員

1.危険現場手当

1回800円

23.50 30.55

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

支給率

18,443- -

支給実績（平成20年度決算）

支給対象職員数

26,682

47.50

59.28

41.34

59.28

59.28 59.28 59.28

47.50 59.28

41.34

30.5523.50

一般行政職

33.50
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成２１年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

④定員管理の数値目標及び進捗状況

全会計で一括して策定しているため、公営企業としての策定分はないもの

    →6(3)②を参照

児童手当

106,476

127,000

6,816

6,176

千円

242,568

124,286

73,889

619,636

平均支給年額

（平成20年度決算）

支給実績

（平成20年度決算）

支給職員１人当たり

支 給 実 績 （ 平 成 20 年 度 決 算 ）

168

支 給 実 績 （ 平 成 19 年 度 決 算 ）

職員１人当たり平均支給年額（平成 19 年度決算）

154

9,172

職員１人当たり平均支給年額（平成 20年度決算）

通勤手当

管理職手当

寒冷地手当

7,103

一般行政職
の制度と異
なる内容

扶養手当

借家等　19,000円を限度に支給。

持家　6,900円。

手　当　名 内容及び支給単価

住居手当

3,473

同じ

千円同じ

635

8,975

同じ

千円

千円

千円

6,090

千円

同じ

小学校修了前の児童を持つ職員に、一定の
要件の下、3歳未満児童1人につき10,000円/
月
3歳以上児童については、2人目まで1人
5,000円/月、3人目以降1人10,000円を支
給。

交通機関利用者　55,000円を限度に支給
自動車その他交通用具利用者　通勤距離に
応じ定額を支給

一般行
政職の
制度と
の異同

課長補佐職から部長職の特定した級号俸に
定率を乗じ支給
部長職　73,000円　調整監（次長職）

59,400円　課長職　54,600円　課長補佐職

45,300円

世帯主である職員
　扶養親族のある職員
　　　　　月額26,380円
　扶養親族のない職員
　　　　　月額14,580円
その他の職員
　　　　　月額10,340円
11月～翌年の3月までの5ヶ月

　　（H20まで経過措置あり）

配偶者13,000円
扶養親族（配偶者以外）
　1人　6,500円
配偶者なし扶養親族
　1人目　11,000円
満16歳到達の年度当初から満22歳到達の年

度末までの子1人につき、5,000円を加算。

同じ

同じ
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（２）下水道事業

① 職員給与費の状況
ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
          ２　職員数は、平成21年3月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

本市の財政状況などから人件費の総額を抑制するために、

給料、住居手当、通勤手当及び期末勤勉手当の役職加算の率について引下げを実施。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２１年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（平成20年度）

千円　 千円　

（平成20年度支給割合） （平成20年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算 20年度 凍結 ・役職加算 20年度 凍結

21年度 凍結 21年度 凍結

1.6 0.75 1.6 0.75

3.0 1.45 3.0 1.45

帯広市下水道事業 一般行政職

１人当たり平均支給額（平成20年度）

1,616 1,533

事 業 者

552,843

団 体 平 均 45.0 369,682 565,255

職員数

帯 広 市 47.0

9,867,816

人 千円 千円

19,908

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

370,908

6,793

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

40,403 165,853
20年度

25 105,542

める職員給与費比率

6,634

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

19年度の総費用に占職員給与費比率

区　　分

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 事業一人当たり給与費　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

　　　　　千円

2.2% 2.4

％ ％

Ｂ　 　　　　　　Ｂ／ＡＡ

千円 千円 千円

一人当たり （参考）市町村下水道

20年度
　　　　千円 千円　 千円　

213,129 219,440

　質収支
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イ　退職手当（平成２１年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2～20％加算） （2～20％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円 １人当たり平均支給額 　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成17年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当 ※該当無し

（平成２１年４月１日現在）

千円

   円

一般行政職の制度（支給率）

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

エ　特殊勤務手当（平成２１年４月１日現在）

千円

　円

　％

※特殊勤務手当について、平成21年度より全廃しているため、平成20年度の手当の種類を参考として掲載しています。

一般行政職の制度（支給率）

4.特殊時間勤務手当
下水道課等で該当
する業務に従事する
職員

予測されない不時の事故の出勤 1回800円

3.料金等徴収手当
下水道課等で該当
する業務に従事する
職員

下水道受益者負担金・分担金の徴収 日額170円

2.清掃業務手当
下水道課で該当す
る業務に従事する職
員

○下水終末処理場で下水処理を行う
技術職員

日額210円

1.危険現場手当
下水道課等で該当
する業務に従事する
職員

○道路上の作業
○交通を遮断しないで行う道路の維
持修繕又はマンホール等の作業
○地上10ｍ以上の高架水槽の検定
及び簡易専用水道の検査

日額300円
日額300円、ﾏﾝﾎｰﾙ500円

日額300円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度） 40.0

手当の種類（手当数） 4

支給実績（平成20年度決算） 414

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算） 41,434

支給対象地域 支給率

支給実績（平成20年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

- - 18,443 26,682

59.28 59.28 59.28 59.28

47.50 59.28 47.50 59.28

33.50 41.34 33.50 41.34

帯広市下水道事業 一般行政職

23.50 30.55 23.50 30.55
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成２１年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

④定員管理の数値目標及び進捗状況

全会計で一括して策定しているため、公営企業としての策定分はないもの

    →6(3)②を参照

116,892

管理職手当

千円 135,833

千円 622,080

千円寒冷地手当

世帯主である職員
　扶養親族のある職員
　　　　　月額26,380円
　扶養親族のない職員
　　　　　月額14,580円
その他の職員
　　　　　月額10,340円
11月～翌年の3月までの5ヶ月

　　（H20まで経過措置あり）

同じ 2,922

児童手当

小学校修了前の児童を持つ職員に、一定の
要件の下、3歳未満児童1人につき10,000円/
月
3歳以上児童については、2人目まで1人
5,000円/月、3人目以降1人10,000円を支
給。

同じ 815

課長補佐職から部長職の特定した級号俸に
定率を乗じ支給
部長職　73,000円　調整監（次長職）

59,400円　課長職　54,600円　課長補佐職

45,300円

同じ 3,110

131,200

千円 77,869

千円

通勤手当
交通機関利用者　55,000円を限度に支給
自動車その他交通用具利用者　通勤距離に
応じ定額を支給

同じ 1,713

住居手当
借家等　19,000円を限度に支給。

持家　6,900円。
同じ 3,149

千円 231,632

手　当　名 内容及び支給単価

支給実績

扶養手当

配偶者13,000円
扶養親族（配偶者以外）
　1人　6,500円
配偶者なし扶養親族
　1人目　11,000円
満16歳到達の年度当初から満22歳到達の年

度末までの子1人につき、5,000円を加算。

同じ 4,401

支給職員１人当たり

（平成20年度決算） 平均支給年額

一般行
政職の
制度と
の異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

（平成20年度決算）

支 給 実 績 （ 平 成 19 年 度 決 算 ） 4,757

職員１人当たり平均支給年額（平成 19年度決算） 216

支 給 実 績 （ 平 成 20 年 度 決 算 ） 3,383

職員１人当たり平均支給年額（平成 20年度決算） 169
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